
　昨年の国内の
状況はコロナ禍
を経て市場環境
の変化と共に、消
費動向も大きく
変化し、円安進
行によるさらなる
素材価格の高騰
が加わり、他業界
同様に、当業界と
しての変化対応
の難しさを痛感
させられた年で

あったと捉えております。
　一方、本年は世界経済の不透明感がさら
に深まり、働き手不足の深刻化、消費の2極化
と多様化の進行等、昨年に引き続いての変化
対応に苦慮しながらの事業活動の推進を余
儀なくされる年となるのではと考えております。
　この様な大きな流れの変化の中、日本ジュ
エリー協会としましては、業界の持続的発展
に多少でも寄与できるよう、下記5項目を中
心とした施策の推進に取り組んで参ります。
１．消費者の信頼向上策の充実
　お客様相談室にて対応した内容の活用、
「素材等の表示規定」「宝石の定義・命名

法」「真珠の定義・命名法」の業界内での周
知および「ジュエリーガイドブック」等の消費
者向け協会作成冊子の活用を通じて、消費
者信頼の向上を図っていきます。
２．人材育成支援策の強化
　ジュエリーコーディネーター資格者間およ
び資格者と協会との交流の場の拡大・充実
による資格者への支援の強化、並びに技能
五輪全国大会および技能五輪国際大会の
活性化策の推進を通じての若年技能者への
支援策の強化を図っていきます。
３．国内活性化策の推進
　アコヤ真珠の販売促進策の推進およびブ

ライダル・ダイヤモンドの普及活動の推進を
中心に、国内活性化関連の事業を強化し、
業界活性化に寄与していきます。
４．「ジャパン・ブランド」の発信
　インポートブランドの国内市場拡大への
対策として、国内の事業者が監修・製造して
いるブランドを「ジャパン・ブランド」として、国
内外の展示会において発信していきます。
５．会員増員策の
推進
　会員事業者との
双方向での情報交
換を行っていく中
で、会員増強により、
さらに多くの事業者
との情報交換を推

進し、協会活動の強化を図っていきます。

　以上、業界団体としての基本的な考え方
からはずれることなく、環境変化には迅速に
対応した施策を地道に実行していくことによ
り、業界の持続的発展に向けた基盤構築と
業界活性化に向けた施策を着実に推進して
まいります。

全日本時計宝飾眼鏡小売協同組合
理事長

大西　勝一

　昨年は、物価上昇があらゆる分野
に及び、それに伴って賃金の上昇が
まだまだ追いつかない状況が続いて
います。中小企業にとっては物価上昇
に見合う賃上げや人手不足など厳し
い状況にあると思われます。
　今年は、日本が３０年間のデフレか
ら脱却ができるかどうかにかかってい
る重要な年になるのではないでしょう
か。昨年の衆議院選挙で日本の緊縮
財政が問題として浮上し、国民民主
党の掲げた１０３万円の壁問題や減
税が大きな焦点になったことで国民
が目覚め、国民の懐を増やす政策が
必要だと感じていると思います。日本
の企業の多くが中小零細と言われる
中で、円安効果での国内製造の復帰
や積極財政による国内のインフラ投
資や様々な分野における投資が重要
になってきます。このようにデフレから
の脱却の中で我々中小零細小売業に
もチャンスがあります。そのためにも地
域に根差したお客様の顔が見える商
いを積み重ねることが益々重要に
なっています。
　一方、グローバル化やデジタル化
が進みネット販売や通販が広がる中

で、大手チェーンとは違った戦略、戦
術を展開していくことがさらに必要な
時代になっていると思います。一国一
城の主として店の個性を生かし協同
組合の共同事業への参加や情報を
共有し、地域密着で顔の見えるお客
様と身の丈に合ったお付き合い、そし
て、地場産業としてしての誇りをもっ
て、自分の個性や生き様を商品やお
店に生かした店づくりを進めていくこ
とが大切です。
　本年、令和７年の干支は巳年、成
長と変化の象徴とされ、特に転換の
年であり物事が大きく進展する年と
言われています。巳は蛇、脱皮のよう
に再生や変化の意味を持っているこ
とから、古くから巳年は新しい可能性
が開く年で発展や飛躍が期待されて
いると言われています。私たちは、こ
の変化の中で、地に足の着いた商い
をさらに深めていかなければなりま
せん。
　末筆とはなりましたが、皆様の組合
運営への更なるご協力をお願い申し
上げ、組合員の皆様そして業界の皆様
の一層のご繁栄とご健勝をご祈念し、
年頭の挨拶とさせていただきます。

個性を商品やお店に活かした店づくり
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  2024年は、経済情勢の変化、地政学的緊
張、技術革新そして気候変動への対応など
多様な要素が交錯する年でした。そんな中、
日本時計協会では年初よりコロナ禍以前同
様の様々な取り組みが積極的に展開された
１年となりました。
　技術標準化事業は、ISO国際会議の狭間の
年でしたが重要審議案件ついてリモート会議
で活発な意見交換がなされました。主要な時
計生産国である日本は技術的妥当性の確認、
実験などを行い、実効性のある規格の制定に
向け提案を行っております。またISO規格とJIS
規格の整合性構築を推進し、「潜水時計」に関
するJIS規格の改定に結びつけました。
　環境関連では、様々な産業において注目さ
れている化学物質の規制や電池の安全規制
等について、スイス時計協会、米国時計協会
等との情報連携により、規制の解釈や施行
の状況などを会員企業と共有すると共に対
応検討を進めてまいりました。
　交流事業では、2024年10月に第23回アジア
時計商工業促進検討会が中国遼寧省丹東市
で6年ぶりに開催されました。また11月には欧州
とアジアの時計協会による国際会議がオンライ
ンで開催されました。2020年以降休止となった
バーゼル会議に代わり情報共有の場として開催
され、市況や時計産業をとりまく課題についての
情報交換がなされました。
　知的財産関係は中国時計協会との情報
交換や、国内の各種イベントで模倣品撲滅
への啓蒙活動などを継続的に行なっています。
また昨年は知的財産権３団体交流会を日本時
計協会の主催で開催いたしました。本会参加の
「日本玩具協会」「日本文具協会」とは知財関係
の状況や各団体の取組みについて情報交換を
行いましたが、今後は消費者対応や環境問題な
ど他の内容についての情報連携も進めてまいり
ます。
　次世代育成推進事業では、第62回技能五輪
全国大会が11月に開催されました。時計修理職
種には企業、学校から若手技能者19名の選手が

参加し、これまで研鑽を重ねてきた技能を競い
合いました。当協会では大会運営の他、参加
選手の育成を目的として積極的な指導、支援
を行っております。また、継続して開催している
東北被災地の小学生を対象にした時計組立
教室や、毎年8月の「霞が関子ども見学デー」
での目覚まし時計組立教室は、子供達がもの
作りの楽しさや時計への興味を抱くことのでき
るイベントとして好評をいただいております。
 本年は、ISO国際会議、中国で開催予定の日
中知的財産権会議、通商関連事業の各種国
際会議への参加など、国際交流がより活発に
行われる年になりますが、日本のプレゼンスを
より発揮し、時計産業の発展に貢献していき
たいと考えております。
　また次世代育成事業としての技能五輪全国
大会の推進、産学共同プログラムや被災地復
興支援の時計組立教室などの社会貢献活動に
も引き続き積極的に取り組んでまいります。
　さて、昨年の世界経済は地域間の差異がみ
られ、米国経済は底堅い消費と雇用市場の好
状況に支えられましたが、中国の景気回復は
依然として弱含みであり、また欧州では景気
全体は穏やかな回復基調ですが製造業は依
然厳しい状況にあります。国内では円安基調
が継続し輸出関連やインバウンド需要の好影
響の反面、物価高による個人消費の減退が
継続しました。
　このような経済情勢の中で我が国の時計産
業は、協会統計によりますと、昨年のウオッチ完

成品販売は数量では前年比3％増、金額で8％増
と数量、金額共にプラスで推移する見通しです。一
方、クロック完成品は前年比数量で9％減、金額で
6％減と依然厳しい状況が見込まれます。
　金融政策や為替変動、関税などによる影響、環
境問題など様 な々リスクがある中、会員企業各社は
引き続き製品の高付加価値化を進め、日本ブラン
ドのプレゼンスをより強化していく必要があります。
　その為に、より高い価値を生み出すための研
究や開発、それを実現する為の技術者の育成な
ど事業発展に力を注いでまいります。
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　2025年の新しい一年の始まりに際
し、日頃より当協会の活動に対する皆
様のご支援とご協力に、心より感謝申
し上げます。 
　昨年に引き続き、パンデミック明け
となり、2024年は景気回復ムードが
継続した一年でした。おかげさまで、
時計業界も前年比を二桁成長として
伸ばすことが出来、本年末の予測も
11％以上の成長が見込まれ、海外か
らのお客様も徐々に回復し、販売は好
況となり、堅調な実績を残すことがで
きました。 
　また、私どもで実施させていただい
ております「ウオッチコーディネー
ター」検定試験につきましても、毎年
受験者が増え、全国に3,000名を超
えるウオッチコーディネーターならび
に上級ウオッチコーディネーターが時
計販売の現場にて活躍されておりま
す。
　さて、2025年は日本時計輸入協会
として70年の節目を迎えます。この特

別な日を皆様と共に迎えるこ
とができ、非常に光栄に思い
ます。私ども日本時計輸入協
会が創立70周年を迎えたこ
とは、これまでの道のりを支
えてくださった全ての方々に、
心から感謝の意を表します。
私たちが70年にわたり一重
に存続できたのは皆様のご
支援とご協力の賜物です。創
業者たちのビジョンと会員・
賛助会員の皆様のご支援が
あってこそ、私たちは今日ここ
に70年を迎える事ができて
います。 
　70年前、本協会を設立し、
輸入時計を商いとする同じ

業界で切磋琢磨する同業者たちの団
体として、私どもは時代の変化と共に
進化し続け、これから80年、90年と歴
史を重ね、私たちは過去の成功に感
謝しつつ、未来への挑戦を続ける決
意を新たにします。環境に優しい取り
組み、そしてさらなるお客様満足の追
求を通じて、私たちは次の70年に向
けて皆様と共に未来を築き上げてい
くことが、私たちの最大の喜びであり、
誇りです。 
　最後になりますが、皆様の益々のご
発展をお祈りしますとともに、私共へ
の今後とも変わらぬご愛顧とご支援
を賜りますよう、お願い申し上げます。

一般社団法人日本ジュエリー協会
会長

長堀　慶太
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一般社団法人 日本時計輸入協会
理事長

佐川　良二

基盤構築と業界活性化に向けた施策
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